
「消防救急無線のデジタル方式への移行過程における 

広域応援時の通信手段確保に関する検討会」開催要綱（案） 

 

１ 目的 

  消防救急無線は平成２８年５月３１日までに、現行の１５０MHz 帯アナログ方

式から、２６０MHz 帯デジタル方式に移行することとされている。各消防本部等

は、既存設備の更新時期等を踏まえデジタル方式を導入することとなるため、移

行期限まではアナログ方式とデジタル方式が併存することとなる。 

こうした中、災害発生時には緊急消防援助隊等による消防の広域応援等が行わ

れるが、応援側の消防本部と受援側の消防本部間で連絡を適切に行うには、移行

期限までは全消防本部が、一定範囲のアナログ方式の設備を併用する等の対応が

必要となる。 

このため、各消防本部が具体的にどのような設備を維持し、災害時に運用する

かについて検討し、提言を行うことを目的として、本検討会を開催する。 

 

２ 検討事項 

本検討会は次の事項について検討を行う。 

（１）消防救急無線のデジタル方式への移行過程における課題 

（２）アナログ方式の設備の併用等の対応策に関する指針案 

（３）その他必要な事項 

 

３ 委員の委嘱 

  検討会の委員は、学識経験者、行政機関、消防機関等のうちから消防庁国民保

護・防災部長が委嘱する。 

 

４ 構成及び運営 

（１）委員は別紙のとおりとし、その任期は、平成２２年３月３１日までとする。 

（２）検討会に座長を置き、委員の互選によってこれを定める。 

（３）座長は、検討会を主宰する。 

（４）検討会に座長が指名する座長代理を１名置くことができる。 

（５）検討会は、必要があるときは、外部の関係者の出席を求め、意見を聞くこと

ができる。 

（６）その他、検討会の運営に関し必要な事項は、座長が決定するところによる。 

 

５ 開催期間 

  平成２１年１２月から開催し、年度内に合計４回程度開催する。 

 

６ 事務局 

  検討会の事務は、総務省消防庁国民保護・防災部防災課防災情報室が処理する。 
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